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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第41期

当第２四半期連結累計期間

 
第40期

当第２四半期連結会計期間
 

第40期 

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

 
自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

 

売上高（千円） 8,549,587  4,262,667 16,745,519

経常利益（千円） 482,914 242,543 755,032

四半期（当期）純利益（千円） 292,134 208,898 298,868

純資産額（千円） － 6,958,589 6,742,163

総資産額（千円） － 8,874,492 8,826,298

１株当たり純資産額（円） － 518.52 502.47

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円）
21.77 15.57 22.27

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
21.77 15.57 22.26

自己資本比率（％） －  78.4 76.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
870,363 － 1,700,950

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△707,048 － △2,221,908

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△263,269 － △179,879

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円）
－ 1,006,936 1,098,862

従業員数（人）  － 681 687

当社は四半期  (注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

　　　　　　　　　　　ておりません。

　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社に異動はありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年９月30日現在

従業員数（人）    681 (250)

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

 

(2）提出会社の状況

 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 26 (13)

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績は、次の通りであります。

所在地別セグメントの名称 生産高（千円）

国内 211,411

合計 211,411

　（注）１　記載金額は生産高を製造原価で表示しており、消費税等は含まれておりません。

２　当社グループの事業は単一であるため、事業の種類別セグメントに代えて所在地別セグメントごとの各実績

を記載しております。

 

(2）受注実績

　当社グループは、見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

 

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績は、次の通りであります。

所在地別セグメントの名称 販売高（千円）

国内 2,210,415

米国 2,052,251

合計 4,262,667

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　記載金額には、消費税等は含まれておりません。

３　当社グループの事業は単一であるため、事業の種類別セグメントに代えて所在地別セグメントごとの各実績

を記載しております。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

　(1）業績の状況

①国内部門

Ａ．組織

国内事業部門を受け持つダイオーズサービシーズの2009年３月期第２四半期における組織は、前四半期

に続き「北海道地域本部」「東北地域本部」「首都圏地域本部」「首都圏開発本部」「西日本地域本部」

「営業推進本部」の６つの営業本部と「開発生産本部」とを合わせて７本部体制で推移しました。また、前

四半期からの継続案件であった首都圏を管轄する「お客様センター」は、都内にエリアを限定して第３四

半期からの立上げの準備を整えました。さらに、内部統制に対応するための「内部統制プロジェクト」につ

いても前四半期から継続して取り組み、今期からの本格的な制度立上げに向けて準備を整えました。一方、

開発生産本部におけるピュアウォーターの増産体制の確立に向けて開設を準備した首都圏第二工場も竣工

し、第一工場と併せて首都圏の安定した供給体制を整えることが出来ました。 

Ｂ．営業

ピュアウォーターの最大需要期である第２四半期では、首都圏第二工場の竣工により万全の供給体制を

整えるとともに、新規顧客開拓に向けて、７月から８月にかけての「拡販キャンペーン」を実施しました。

また、新規営業体制の強化に向けて「テレアポ要員」の増員と、「テレアポソフト」の導入を図り、安定し

たモニタリング顧客の確保に一定の成果を残すことができました。コーヒーサービスにおいては、昨年11月

に経営統合したマルキンオフィスオールとの統合効果を最大化するための諸政策を遂行しました。具体的

には、管轄エリアの重複を防止するための拠点統廃合であり、各拠点のサービスエリア担当者の編成替えで

す。 

 

当第２四半期連結会計期間において当社グループの国内部門では、国内事業の牽引役であるピュアウォー

ターの売上が引き続き順調に推移したことにより、売上高は2,210百万円となりました。

②米国部門

Ａ．組織

2008年４月にコロラド州デンバー、７月にテキサス州ヒューストンに自力出店を行いましたが、６月には

デンバーで１社目の買収を実行し、2008年８月には小規模買収により、テキサス州フォートワースに出店

し、既存の拠点と合わせて米国各地８州26拠点体制としました。テキサス州はカリフォルニア州に次ぐ全米

で第２位の規模の州であり、今後の成長に期待を持てる地区と考えております。

Ｂ．営業

2007年後半から始まった不動産サブプライムローン危機をきっかけに米国の景気はスローダウンが始

まっております。全米でもその影響が顕著だったのがカリフォルニア州を中心として米国西海岸であり、当

社もその影響を受けて不動産、ノンバンク金融、建築関連の業態を中心にオフィス顧客の規模縮小や閉鎖な

どにより既存顧客売上ベースに減少の傾向が見られております。一方で、減少傾向にある既存顧客を補うべ

く新規顧客獲得のための営業人員を増強したことや買収などの効果などもあり、新規拠点を除いた売上高

はドルベースで伸張を記録することができました。

一方、上記の営業人員増強や、新規出店に伴うコスト増大などもあり、営業利益は昨年度を下回るトレン

ドになっております。

 

これらの結果、当第２四半期における連結業績につきましては、売上高は4,262百万円、売上総利益は2,471

百万円となりました。

利益面においては、買収等によるのれん償却費用の増加、また、ルート業務引継ぎ等による一時的な人件費

や車両費の増加等により、販売費及び一般管理費は、2,241百万円となりました。

この結果、営業利益は229百万円、経常利益は242百万円、四半期純利益は208百万円となりました。

 

　(2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて48百万円増加し8,874百万円とな

りました。ピュアウォーターの新工場設立に伴う機械装置並びに工具器具備品の購入により有形固定資産が96百

万円増加したことよるものです。

負債は、前連結会計年度末に比べて167百万円減少し1,915百万円となりました。主な要因は、短期借入金が61百

万円、買掛金が91百万円、それぞれ減少したことによるものです。

純資産は、前連結会計年度末に比べて215百万円増加し6,958百万円となりました。主な要因は、利益剰余金が91

百万円増加し、為替換算調整勘定が123百万円増加したことによるものです。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、前連結会計年
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度末に比べて91百万円減少し1,006百万円となりました。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

（営業活動におけるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、530百万円となりました。これは主に仕入債務の減少が49百万円、法人税等

の支払額が100百万円と減少する一方で、税金等調整前四半期純利益241百万円、有形固定資産及びのれん等の

非資金支出費用である償却費が260百万円と増加したことによるものです。

（投資活動におけるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、336百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出97百

万円、事業譲受による支出212百万円、レンタル資産の取得による支出73百万円によるものです。

（財務活動におけるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、141百万円となりました。これは短期借入れによる収入135百万円と増加す

る一方で、短期借入金の返済による支出256百万円、配当金の支払額21百万円と減少したことによるものです。

 

　(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

①国内部門

Ａ．組織

2009年３月期第３四半期は、第２四半期までの「７本部体制」から「６本部体制」に変更します。具体的

には「東日本本部」「東京本部」「首都圏本部」「西日本本部」「営業推進本部」の５営業本部と「開発

生産本部」の６本部です。編成替えの主な趣旨は、経営統合した旧・マルキンオフィスオールの中心的地盤

である「北海道地域本部」と「東北地域本部」を一体化し「東日本本部」とすることと、首都圏における

「支店」と「営業所」を区分して運営していた「首都圏地域本部」と「首都圏開発本部」を統合し、新た

に支店運営と新規開拓を総合的に行なう「東京本部」「首都圏本部」に再編することにあります。また、都

内顧客からの問合せ等を一元的に受け付ける「お客様センター」も10月１日付で開設し、運営を開始しま

す。

Ｂ．営業

ピュアウォーターの需要期である第２四半期から、コーヒーの需要期である第３四半期に移り、10月から

年末12月にかけてダイオーズ・エスプレッソマシン（DEM-1）の新規開拓キャンペーンを展開します。豆か

ら挽いた本格的なレギュラーコーヒーを１カップずつ抽出するエスプレッソコーヒーマシンはダイオーズ

のオリジナル・マシンであり、日本のオフィス事情を考慮したコンパクトタイプとなっています。モニタリ

ング・プレゼントやご契約プレゼント等、期間中のお客様特典も設け、全国規模のキャンペーンとしていき

ます。同時に、旧・マルキンオフィスオールとの経営統合で増加した製商品の大規模な統廃合を進め、顧客

ニーズに適合した品揃えは維持しながら、営業効率の向上を実現します。

②米国部門

金融不安など、マクロ経済の悪化が継続する可能性が出てくる中、既存支店においては積極的な営業人員の

増強によりシェア増加を目指すとともに、圧迫される利益数値に対応するため、今下半期は積極的に経費削減

にも努めて参ります。

一方、原油価格の長期的高騰に伴うガソリンなど輸送費の上昇に対応するために、ロサンゼルスやシカゴな

ど既存支店においてかなり広域サービスを展開している拠点については、拠点の複数化による長期的な運営

経費の削減効果を分析し、長期的採算が合えば分店を実行して参ります。

また、Ｍ＆Ａ戦略に関しては、景気がスローダウンする時期にはオーナー経営者からの買収案件が増加する

傾向にあります。当社がこれまで継続してきたように、既存支店においては比較的短期間に利益貢献が見込ま

れるＭ＆Ａ案件を選別して取り組む一方、当社として新規進出を目指す地区に関しては、積極的なＭ＆Ａを目

指してまいります。

今後の出店地域としてはシカゴ、デトロイト周辺の五大湖地区、テキサス周辺の地区で未出店都市において

積極的な買収案件の打診を進めて参ります。

　(5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　前四半期連結会計期間末及び当第２四半期連結会計期間において、確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、

売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 38,640,000

計 38,640,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,439,142 13,439,142
東京証券取引所

（市場第一部）
－

計 13,439,142 13,439,142 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次の通りであります。

　①　平成16年６月25日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数（個） 78（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 7,800

新株予約権の行使時の払込金額（円）
43,000

（１株当たり430）（注）２

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日から

平成21年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　430

資本組入額　　　215

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時におい

て、当社並びに当社子会社の取締役、監査役、執行役員

又は使用人の何れかの地位を保有していること、ある

いは当社と顧問契約を締結している場合に限る。

②　新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人に

よる本件新株予約権の相続は認めない。

③　新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものと

する。

④　その他の条件については、本株主総会及び取締役会決議

に基づき、当社と対象の当社及び当社子会社の役員及

び従業員との間で締結する「新株予約権割当契約」に

定めるところによる。なお、当社は新株予約権の付与に

際し、新株予約権者に、上記①～③の条件を強化した内

容で「新株予約権割当契約」を締結することができる

ものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するもの

とする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）における日本証券業協会の

公表する当社普通株式の午後３時現在における直近の売買価格（以下「終値」という）の平均値として、１

円未満の端数は切り上げる。ただし、かかる金額が発行日の日本証券業協会の公表する当社普通株式の終値

（当日に売買がない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は後者の価格とする。

なお、当社が株式分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは（新株予約権の行使により新株を発行

する場合を除く）、次の算式により金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

３　平成16年12月13日付で当社株式は日本証券業協会への店頭登録を取り消し、株式会社ジャスダック証券取引

所に上場されております。

４　平成17年12月14日付で当社株式は株式会社東京証券取引所市場第二部に上場されております。

５　平成19年３月１日付で当社株式は株式会社東京証券取引所市場第一部に上場されております。

６　平成19年７月１日付で１株を２株に分割しております。

７　平成20年３月２日付で当社株式は株式会社ジャスダック証券取引所への上場を廃止しております。
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 ②　平成17年６月24日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数（個） 78（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 7,800

新株予約権の行使時の払込金額（円）
45,000

（１株当たり450）（注）２

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日から

平成22年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　450

資本組入額　　　225

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時におい

て、当社並びに当社子会社の取締役、監査役、執行役員

又は使用人の何れかの地位を保有していること、ある

いは当社と顧問契約を締結している場合に限る。

②　新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人に

よる本件新株予約権の相続は認めない。

③　新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものと

する。

④　その他の条件については、本株主総会及び取締役会決議

に基づき、当社と対象の当社及び当社子会社の役員及

び従業員との間で締結する「新株予約権割当契約」に

定めるところによる。なお、当社は新株予約権の付与に

際し、新株予約権者に、上記①～③の条件を強化した内

容で「新株予約権割当契約」を締結することができる

ものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するもの

とする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）のジャスダック証券取引所

における当社普通株式の午後３時現在の直近の売買価格（以下「終値」という）の平均値として、１円未満

の端数は切り上げる。ただし、かかる金額が発行日のジャスダック証券取引所における当社普通株式の終値

（当日に売買がない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合は後者の価格とする。

なお、当社が株式分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは（新株予約権の行使により新株を発行

する場合を除く）、次の算式により金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

３　平成17年12月14日付で当社株式は株式会社東京証券取引所市場第二部に上場されております。

４　平成19年３月１日付で当社株式は株式会社東京証券取引所市場第一部に上場されております。

５　平成19年７月１日付で１株を２株に分割しております。

６　平成20年３月２日付で当社株式は株式会社ジャスダック証券取引所への上場を廃止しております。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成20年７月１日～

　平成20年９月30日
－ 13,439,142 － 1,051,135 － 1,119,484

 

（５）【大株主の状況】

 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 株式会社ダイオーエンタープラ

イズ
 千葉県我孫子市白山一丁目27番１号 5,310 39.51

 大久保　真一  千葉県我孫子市 2,001 14.89

 大久保　洋
 千葉県我孫子市

（常任代理人　大久保　真一）
536 3.99

 大久保　洋子  千葉県我孫子市 525 3.90

 ダイオーズ従業員持株会
 東京都港区浜松町二丁目４番１号

世界貿易センタービル23階
273 2.03

 大久保　潤  千葉県我孫子市 268 1.99

 株式会社ナック  東京都新宿区西新宿一丁目25番１号 200 1.48

 大久保　真  神奈川県横浜市中区 168 1.25

 三浦　隆玄  神奈川県川崎市多摩区 100 0.74

 株式会社みずほ銀行

 東京都中央区晴海一丁目８番12号

（常任代理人　資産管理サービス信託銀行

株式会社）

77 0.57

計 － 9,461 70.41

　 

EDINET提出書類

株式会社ダイオーズ(E04967)

四半期報告書

11/27



（６）【議決権の状況】

　①【発行済株式】

 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －　

議決権制限株式（自己株式等） － － －　

議決権制限株式（その他） － － －　

完全議決権株式（自己株式等）

　（自己保有株式）

　普通株式

18,900

－ －　

完全議決権株式（その他）
　普通株式

13,419,100
134,191 －

単元未満株式
　普通株式

1,142
－ －

発行済株式総数 13,439,142 － －

総株主の議決権 － 134,191 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が700株（議決権７個）含まれて

おります。

 

②【自己株式等】

 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　（自己保有株式）

　株式会社ダイオーズ

　東京都港区浜松町

　二丁目４番１号
18,900 － 18,900 0

計 － 18,900 － 18,900 0

　（注）このほか、単元未満株式が86株あります。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

 
 ５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

最高（円） 457 458 500 480 483 500

最低（円） 390 415 420 420 469 416

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ダイオーズ(E04967)

四半期報告書

12/27



第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」

（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、霞が関監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,006,936 1,098,862

売掛金 1,579,244 1,507,353

商品及び製品 479,644 485,284

仕掛品 2,963 4,764

原材料及び貯蔵品 68,659 56,475

繰延税金資産 190,191 222,031

その他 123,934 119,985

貸倒引当金 △24,496 △21,401

流動資産合計 3,427,076 3,473,356

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 333,976 306,415

機械装置及び運搬具（純額） 299,114 246,386

工具、器具及び備品（純額） 860,225 791,629

土地 608,032 607,802

建設仮勘定 － 53,395

有形固定資産合計 ※
 2,101,348

※
 2,005,628

無形固定資産

のれん 1,719,039 1,809,900

その他 134,781 143,490

無形固定資産合計 1,853,821 1,953,391

投資その他の資産

投資有価証券 215,546 214,092

レンタル資産 785,596 813,013

繰延税金資産 195,011 154,711

その他 296,092 212,105

投資その他の資産合計 1,492,246 1,393,922

固定資産合計 5,447,415 5,352,942

資産合計 8,874,492 8,826,298

EDINET提出書類

株式会社ダイオーズ(E04967)

四半期報告書

14/27



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 343,849 435,483

短期借入金 563,927 625,142

未払法人税等 114,238 85,606

未払費用 268,867 284,200

賞与引当金 180,585 242,136

訴訟損失引当金 82,856 91,304

その他 341,239 296,096

流動負債合計 1,895,562 2,059,970

固定負債

繰延税金負債 － 1,899

その他 20,340 21,265

固定負債合計 20,340 23,165

負債合計 1,915,903 2,083,135

純資産の部

株主資本

資本金 1,051,135 1,051,135

資本剰余金 1,119,484 1,119,484

利益剰余金 4,925,697 4,834,667

自己株式 △7,861 △7,861

株主資本合計 7,088,455 6,997,425

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 6,197 5,190

為替換算調整勘定 △136,063 △259,452

評価・換算差額等合計 △129,866 △254,262

純資産合計 6,958,589 6,743,163

負債純資産合計 8,874,492 8,826,298
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 8,549,587

売上原価 3,566,802

売上総利益 4,982,785

販売費及び一般管理費 ※
 4,514,532

営業利益 468,253

営業外収益

受取利息 1,356

受取配当金 349

仕入割引 18,884

その他 23,230

営業外収益合計 43,820

営業外費用

支払利息 5,863

持分法による投資損失 17,806

為替差損 68

その他 5,422

営業外費用合計 29,160

経常利益 482,914

特別利益

賞与引当金戻入額 1,863

その他 573

特別利益合計 2,436

特別損失

固定資産除却損 1,081

その他 25

特別損失合計 1,106

税金等調整前四半期純利益 484,243

法人税、住民税及び事業税 225,732

法人税等調整額 △4,512

法人税等還付税額 △29,110

法人税等合計 192,109

四半期純利益 292,134
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 4,262,667

売上原価 1,791,354

売上総利益 2,471,312

販売費及び一般管理費 ※
 2,241,864

営業利益 229,447

営業外収益

受取利息 1,185

仕入割引 9,825

その他 16,951

営業外収益合計 27,961

営業外費用

支払利息 3,750

持分法による投資損失 5,527

為替差損 565

その他 5,023

営業外費用合計 14,867

経常利益 242,542

特別利益

固定資産売却益 294

その他 200

特別利益合計 494

特別損失

固定資産除却損 1,056

特別損失合計 1,056

税金等調整前四半期純利益 241,980

法人税、住民税及び事業税 114,435

法人税等調整額 △57,880

法人税等還付税額 △23,472

法人税等合計 33,081

四半期純利益 208,898
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 484,243

レンタル原価 198,098

減価償却費 507,174

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,984

賞与引当金の増減額（△は減少） △61,551

受取利息及び受取配当金 △1,706

支払利息 5,863

為替差損益（△は益） △1,282

持分法による投資損益（△は益） 17,806

固定資産売却損益（△は益） △373

固定資産除却損 1,081

売上債権の増減額（△は増加） △36,664

たな卸資産の増減額（△は増加） 13,991

仕入債務の増減額（△は減少） △99,536

未払費用の増減額（△は減少） △18,452

未払消費税等の増減額（△は減少） 38,901

その他 10,863

小計 1,061,443

利息及び配当金の受取額 1,706

利息の支払額 △5,132

法人税等の支払額 △187,652

営業活動によるキャッシュ・フロー 870,363

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △247,316

有形固定資産の売却による収入 689

無形固定資産の取得による支出 △10,731

投資有価証券の取得による支出 △84,500

長期前払費用の取得による支出 △274

レンタル資産の取得による支出 △156,526

貸付金の回収による収入 3,950

事業譲受による支出 △212,337

投資活動によるキャッシュ・フロー △707,048

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 271,256

短期借入金の返済による支出 △334,380

配当金の支払額 △200,145

財務活動によるキャッシュ・フロー △263,269

現金及び現金同等物に係る換算差額 8,027

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △91,925

現金及び現金同等物の期首残高 1,098,862

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,006,936
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

会計処理基準に関する事項

の変更

(1) 重要な資産の評価基及び評価方法の変更

たな卸資産については、従来、個別法による原価法によっておりましたが、第１四半

期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平

成18年７月５日）が適用されたことに伴い、個別法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算出しております。この変

更に伴う損益に与える影響はありません。

 (2)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の扱い」の適用

第1四半期連結会計年度期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の扱い」(実務対応報告第18号 平成18年5月17日)を適用し、連結決算

上必要な修正を行っております。これによる売上総利益、営業利益、経常利益及び税金

等調整前四半期純利益に与える影響はありません。

 

【簡便な会計処理】

四半期の連結貸借対照表及び連結損益計算書の作成基礎としている会計処理の原則及び手続は、正規の決算にお

いて採用している基準と同一のものを適用しております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

四半期の連結貸借対照表及び連結損益計算書の作成基礎としている会計処理の原則及び手続は、正規の決算にお

いて採用している基準と同一のものを適用しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、2,616,190千円であ

ります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、2,378,796千円であ

ります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　　至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りです。

　給与手当 1,796,753千円

　福利厚生費 336,521 

　貸倒引当金繰入額 14,341 

　賞与引当金繰入額 176,270 

　減価償却費 489,870 

 

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
　　至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りです。

　給与手当 905,954千円

　福利厚生費 162,942 

　貸倒引当金繰入額 6,932 

　賞与引当金繰入額 59,142 

　減価償却費 249,996 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年9月30日現在）

 （千円）

　現金及び預金勘定 1,006,936 

　現金及び現金同等物 1,006,936 
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　13,439千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　18千株

 

３．新株予約権の四半期連結会計期間末残高

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年５月15日

取締役会
普通株式 201 15平成20年３月31日平成20年６月23日利益剰余金

 

　(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項はありません。

 

５．株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ダイオーズ(E04967)

四半期報告書

21/27



（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　当社グループは、オフィス向けのトータルサービス事業を営んでおり、事業区分としては単一セグメントである

ため、事業の種類別セグメント情報は作成しておりません。

 

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 国内（千円） 米国（千円） 計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 2,210,4152,005,2514,262,667 － 4,262,667

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
1,710 － 1,710 △1,710 －

計 2,212,1252,005,2514,264,377△1,710 4,262,667

営業利益 157,978 62,358 220,337 9,109 229,447

  

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 国内（千円） 米国（千円） 計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 4,492,2884,057,2998,549,587 － 8,549,587

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
2,569 － 2,569 △2,569 －

計 4,494,8574,057,2998,552,157△2,569 8,549,587

営業利益 324,090 136,462 460,553 7,700 468,253

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（274,611千円）の主なものは、提出会社本

社の総務部門等管理部門に係る費用であります。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 米国 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 2,052,251 2,052,251

Ⅱ　連結売上高（千円） － 4,262,667

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 48.1 48.1

  

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 米国 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 4,057,299 4,057,299

Ⅱ　連結売上高（千円） － 8,549,587

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 47.5 47.5

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　　　２　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）

　有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんでので、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）において当社グループは、ストッ

ク・オプションに係る費用計上、付与したストック・オプション及びストック・オプションの条件変更がないた

め、該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 518.52円 １株当たり純資産額 502.47円

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りです。

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 6,958 6,743

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額

（百万円）
6,958 6,743

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（千株）
13,420 13,420

 

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 21.77円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
21.77円

１株当たり四半期純利益金額 15.57円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
15.57円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りで

す。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 292,134 208,898

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 292,134 208,898

期中平均株式数（千株） 13,420 13,420

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 0 0

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

────── ──────
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンスリース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、当第２四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連

結会計年度末に比べて著しい変動がありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成20年11月12日

株式会社ダイオーズ

取締役会　御中
 

霞が関監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 剱持　俊夫　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　和夫　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 遠藤　今朝夫　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ダイオーズ

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダイオーズ及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しています。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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